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論 文 内 容 の 要 旨 
本稿では、1997 年 12 月の独占禁止法改正によってその設立が解禁された純粋持株会社（以下、
持株会社）が日本企業の経営戦略上どのような意義と役割を持つのかについて明らかにしたものであ
る。持株会社は、1947 年に施行された旧独占禁止法によって 50 年にわたり全面的にその設立が禁
止されてきた。その理由は、第二次大戦後、旧財閥及びその関連子会社による国内の経済的支配を防
止することにあった。しかし現在、旧財閥及びその関連子会社が日本経済に占める割合は低く、上記
の理由はあてはまらない。他方で、国内外の企業間競争の激化や長引く不況などの影響もあり、より
柔軟な企業再編手法が求められている。その中で、持株会社が全面的に禁止されていた国は日本や韓
国（1997 年当時）などごくわずかであり、企業競争上のデメリットとなっていた。そこで日本にお
いても持株会社が解禁されることになったのである。 
このような背景を踏まえて、本稿では、持株会社が解禁、そして活用される企業経営上の意義とし
て次の 2 点を指摘した。すなわち、①複数の企業が共同で持株会社を設立することで、間接的な一
体化を目指す企業再編手法を経営統合と定義する。経営統合は、企業の合併・買収（以下、M&A）
と比較した場合に、企業間コンフリクトを回避・軽減することができる。さらに、企業間提携よりも
資本関係や取引関係などから見て企業間関係が強いため、企業間提携よりは強力に企業再編を進める
ことができる。②持株会社は、他社の株式を所有することで、当該企業の管理・監督を主な事業とす
る企業の総称である。すなわち持株会社は、連結決算の普及によって企業グループ経営が重視された
ことを受けて、グループ戦略を専門的に策定・実行する本社組織として適している、である。 
本稿では、これら 2 点の結論を導出するために、以下の 5 章より理論的証明を試みている。 
まず第 1 章では、経営統合を企業再編の一種としてとらえるとともに、M&A と企業間提携の中間
形態としてとらえた。すなわち、経営統合は、企業間の対立や衝突であるコンフリクトを避けつつ企
業再編を行うことができるとともに、企業間提携よりも強力に企業再編を行うことができる手法であ
ることを指摘した。 
次に第 2 章では、企業が経営統合を選択する理論的根拠として、資本関係などにもとづく制度的
信頼によって相互の信頼を確保しながら、傘下企業をそれぞれ別法人として独立させることである程
度の独自性を維持することで、それぞれの知識創造と相互の組織間学習が両立できることを指摘した。 
さらに第 3 章では、企業が経営統合を選択する理由の一つに、企業間のコンフリクトを回避・軽
減する効果があることを指摘した。すなわち、M&A では企業名や代表取締役などのトップ人事、そ
して本社所在地や情報システムなど多くの側面での統合が不可欠である。その場合、相互の主導権争
いなどから生じるコンフリクトが発生する。そこで、持株会社を共同の親会社とし、これらの統合を
避けながら、可能な部分から再編を行うことで相互のコンフリクトを最小にすることができると指摘
した。 
続いて第 4 章では、企業グループ全体の方向性や戦略を司る専門組織として持株会社をとらえた。
すなわち、日本における本社は何らかの本業を行う事業持株会社であることが多い。その結果、本業
の将来性が低くても延命をはかることが少なくなかった。そこで、持株会社をグループ経営に特化し
た戦略本社とすることで本業も含めて、平等な視点でグループ経営を行うことができることを指摘し
た。 
最後に第 5 章では、持株会社をこれまでの本社が有していた本業を全て分社化した結果であると考
え、その理論的根拠として、分社化の目的を明らかにした。その結果から、企業はインフルエンスコ
ストの削減を目的に分社化を進め、最終的にその企業が持株会社化することを指摘している。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 
 本論文は、戦後財閥解体とともに禁止されてきた純粋持株会社（以下、持株会社）が、1997 年 12
月に解禁されたことで、これが現代日本企業の経営戦略上どのような意義と役割を持つのかを解明
したものである。とくに、長引く不況下、国内外の企業間競争激化等の環境変化に対応するために、
より柔軟な企業再編が求められており、持株会社を設立させて企業間の経営統合という手法が導入
されていることの指摘はこの論文のひとつの評価点である。  
本論文が主として解明した論点は以下の 2 点である。第 1 は、複数の企業が共同で持株会社を設立
することで企業再編を目指す場合を経営統合と定義すると、経営統合は企業の合併・買収（以下、
M&A）と企業間提携との中間に位置づけられることを論究した。その理由は、M&Aと比較すると企業
間コンフリクトを回避・軽減するという機能を保有すること、さらに、企業間提携よりも資本関係
や取引関係などから見て企業間関係が強いため、企業間提携よりは強力に企業再編を進められるこ
とによる。第 2は、持株会社は株式保有するグループ企業の管理・監督を主な役割とすることから、
グループ企業戦略を専門的に策定・実行する本社組織として機能することが期待されているが、実
際にはこの機能が十分発揮されていないことを各種資料より解明した。本論文は、5 つの章から構
成されており、各章において以上の 2 点に関する理論的分析がなされている。まず第 1 章では、経
営統合を企業再編の一形態としてとらえるとともに、M&A と企業間提携の中間形態として位置づけ
た。第 2 章では、企業が経営統合を選択する理論的根拠として、企業間の組織間学習促進機能を有
することを確認した。第 3 章では、企業が経営統合を選択する際、企業間のコンフリクトを回避・
軽減する効果の有効性を分析した。第 4章・第 5章では、持株会社を戦略的グループ経営に特化し
た本社とすることで、本業も含めて平等な視点で戦略的グループ経営を行うことができる点を解明
した。以上のとおり、本論文は企業が現在直面している課題に対して、持株会社がいかなる機能を
発揮できるかについて理論的解明を試みた画期的な論文であると高く評価することができる。導か
れた結論が具体的事例で検証できるかどうかに関して未熟な点がみられるものの、それは今後の本
論文の課題でもあり、論文の内容の評価を損ねるものではない。審査委員会は全員一致で博士(経営
学)の授与に値する 
 
